
有田市告示第22号 

 

 

 地方公営企業法第40条の２の規定により、有田市上水道事業の業務状況を次のと

おり公表する。 

 

 

令和７年５月30日 

 

 

       有田市長  玉 木 久 登    



総 量

1日最大

1日平均

箕　　島 港　　　町 辰ヶ浜 小豆島 初　　　島 野 山　　　地

1,061 1,024 1,619 1,224 518 235

1,181 1,262 1,643 1,269 499 239

111.3 123.2 101.5 103.7 96.3 101.7

古　江　見 新　　　堂 逢　　　井 男　　　浦 矢　　　櫃 山　田　原

321 406 61 215 104 138

519 473 73 260 91 148

161.7 116.5 119.7 120.9 87.5 107.2

保　　　田 糸　　　我 宮　　　原 下　中　島 計

2,007 636 1,854 209 11,632

2,123 692 1,833 210 12,515

105.8 108.8 98.9 100.5 107.6

備考

給水戸数が世帯数に対し普及率の 100％を超えるのは、一世帯で複数（店舗・倉庫等)の

  水道を設置しているため。

（１）事業の概況

令和６年度 令和５年度 増　　　　減

給水状況

区分

　本年度における給水状況は、年間総配水量では 4,764,881㎥となり、前年度より 182,656㎥

増加となった。１日最大配水量は夏季に記録した 15,255㎥で前年度より 885㎥増加となった。

有収水量は 3,501,417㎥で前年度に比べ 25,833㎥減少となった。本年度の有収率は前年度より

3.5％下がり 73.5％となった。

　給水戸数は 12,515戸で前年度より 55戸の減少、給水人口は前年度より 545人減少して

24,955人となり、普及率は行政区域内人口 25,030人に対して 99.7%となっている。

12,570    戸

有 収 水 量

有 収 率

区 分

世 帯 数

給水戸数

15,255    ㎥ 14,371    ㎥

給水人口

12,515    戸 △ 55    戸

給 水 戸 数

給 水 戸 数

普及率 (％ )

世 帯 数

給 水 戸 数

普及率 (％ )

区 分

普及率 (％ )

世 帯 数

△ 3.5     %

区 分

13,054    ㎥ 12,520    ㎥ 534    ㎥

3,501,417    ㎥ 3,527,250    ㎥ △ 25,833    ㎥

24,955    人 25,500    人 △ 545    人

73.5      % 77.0      %

配
水
量

4,764,881    ㎥ 4,582,225    ㎥ 182,656    ㎥

885    ㎥



提出年月日 議決年月日

令和7年2月20日 議案第17号 令和7年2月25日

令和7年2月20日 議案第24号 令和7年3月19日

工事件数

比　　較

△ 2

3

1

53

△ 2

57

27

△ 1,258

（２）経理状況

　　　　令和７年度有田市上水道事業会計予算の概要

(収益的収入及び支出）

収　　入 （単位：千円）

比　　　　較

2,340

　　１．営 業 収 益 248

89,948

0

300

△ 90,000

　　２．営業外収益 2,092

0

120

0

0

2,137

△ 165

142

令和７年度有田市上水道事業会計予算

499,926

前年度予定額

1

1,372

4

89

件　　　　　　　　　　　　　　　名

11

６年度下期

0

497,586

337

372

５年度下期

1

議会の議決事項

外 部 給 水 管 布 設 工 事

配 水 管 修 繕 工 事

配 水 管 布 設 及 び 布 設 替 工 事

工　　　　事　　　　名

13

令和６年度有田市上水道事業会計補正予算（第１号）

12

本年度予定額

399

10

114

給 水 新 設 工 事

外 部 給 水 装 置 修 繕 工 事

給 水 休 止 工 事

１．給水収益

１．水道事業収益

1,911

給 水 再 開 栓 工 事

款           項

２．受託工事収益

量 水 器 取 替 工 事

394

307

目

1

472,773

379,913

１．受取利息及び配当金 1

４．その他の営業収益

142

27,153

４．加入金

469,861

1

1,000

６．雑収益

472,525

３．受託工事収益

4,202

25,061

4,202

1

２．他会計補助金 360 240

91,000

1,2001,200

1,611

５．長期前受金戻入 21,248

３．その他の営業収益

19,111



支出 （単位：千円）

款　　項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　　較

１．水道事業費用 478,936 465,524 13,412

　　１．営業費用 440,431 428,681 11,750

１．原水及び浄水費 83,475 80,787 2,688

２．配水及び給水費 68,365 58,619 9,746

３．受託工事費 1 1 0

４．総係費 108,470 98,517 9,953

５．減価償却費 174,319 183,956 △ 9,637

６．資産減耗費 4,800 5,800 △ 1,000

７．その他営業費用 1,001 1,001 0

　　２．営業外費用 37,505 35,843 1,662

１.支払利息及び企業債取扱諸費 24,393 26,564 △ 2,171

２．受託工事費 1,200 1,200 0

３．雑支出 1,496 1,496 0

４．消費税 10,416 6,583 3,833

　　３．予備費 1,000 1,000 0

１．予備費 1,000 1,000 0

収入 （単位：千円）

款　　　　項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　　較

１．資本的収入 110,157 62,139 48,018

　　１．企業債 80,000 55,000 25,000

１．企業債 80,000 55,000 25,000

　　２．出資金 10,157 1 10,156

１．他会計出資金 10,157 1 10,156

　　３．国庫補助金 15,000 1 14,999

１．国庫補助金 15,000 1 14,999

　　４．補償金 5,000 7,137 △ 2,137

１．補償金 5,000 7,137 △ 2,137

支出 （単位：千円）

款　　　　項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　　較

１．資本的支出 357,969 387,437 △ 29,468

　　１．建設改良費 245,837 273,799 △ 27,962

１．経費 29,791 42,719 △ 12,928

２．送配水施設費 181,000 107,700 73,300

３．原水及び浄水施設費 34,496 122,830 △ 88,334

４．有形固定資産購入費 550 550 0

　　２．企業債償還金 112,132 113,638 △ 1,506

１．企業債償還金 112,132 113,638 △ 1,506

（資本的収入及び支出）



令和６年度有田市上水道事業貸借対照表（期末）

（単位：円）

借 方 勘 定 科 目 貸 方

209,458,631 土 地

298,020,411 建 物

8,219,094,590 構 築 物

1,118,046,271 機 械 及 び 装 置

45,858,442 量 水 器

16,689,474 車 両 運 搬 具

19,233,028 工 具 、 器 具 及 び 備 品

建 物 減 価 償 却 累 計 額 127,907,857

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 3,958,046,417

機械及び装置減価償却累計額 867,269,446

量 水 器 減 価 償 却 累 計 額 27,351,669

車 両 運 搬 具 減 価 償 却 累 計 額 15,036,726

工具、器具及び備品減価償却累計額 16,966,289

333,280 電 話 施 設 利 用 権

23,522,588 橋 梁 利 用 権

400,000 出 資 金

616,741,220 現 金 預 金

81,788,650 未 収 金

15,308,680 貯 蔵 品

18,391,700 前 払 金

固 定 負 債 1,368,320,923

流 動 負 債 221,157,668

繰 延 収 益 587,065,817

資 本 金 2,839,702,229

利 益 剰 余 金 654,061,924

10,682,886,965 合 計 10,682,886,965



当  年  度
償  還  高

償 還 高
累 計

円 円 円  円 円  ％

平 成 ８ 年 度

地方公共団体金融機構

平 成 ８ 年 度

地方公共団体金融機構

平 成 ８ 年 度

地方公共団体金融機構

平 成 ８ 年 度

財 務 省

平 成 ９ 年 度

地方公共団体金融機構

平 成 ９ 年 度

財 務 省

平 成 ９ 年 度

地方公共団体金融機構

平 成 １ ２ 年 度

財 務 省

平 成 １ ４ 年 度

財 務 省

平 成 １ ４ 年 度

地方公共団体金融機構

平 成 １ ５ 年 度

地方公共団体金融機構

平 成 １ ５ 年 度

財 務 省

平 成 １ ６ 年 度

地方公共団体金融機構

平 成 １ ６ 年 度

地方公共団体金融機構

平 成 １ ７ 年 度

地方公共団体金融機構
. 20 上水道整備事業33,653,533 27,146,467 - 2.00 R

20 上水道整備事業

H 18 . 3 . 30 60,800,000 .2,726,993

2.10 R 15 . 3

16 3

.23 30,000,000 1,375,465 17,897,813 12,102,187 -

. 3 . 20 上水道整備事業

H 17 . 3 .

131,250,626 88,749,374 - 2.10 R 15

1 上水道整備事業

H 17 . 3 . 23 220,000,000 10,086,745

2.00 R 16 . 3 .25 435,000,000 18,281,625 253,011,394 181,988,606 -

. 3 . 20 上水道整備事業

H 16 . 3 .

29,180,848 15,819,152 - 1.90 R 14

20 上水道整備事業

H 16 . 3 . 23 45,000,000 2,093,746

1.35 R 13 . 3 .25 29,400,000 1,361,782 20,833,075 8,566,925 -

. 3 . 1 上水道整備事業

H 15 . 3 .

19,795,985 10,804,015 - 1.20 R 15

1 上水道整備事業

H 15 . 3 . 25 30,600,000 1,279,234

1.60 R 13 . 3 .26 43,500,000 1,902,006 31,428,882 12,071,118 -

. 3 . 20 上水道整備事業

H 13 . 3 .

54,540,697 3,059,303 - 1.90 R 8

25 上水道整備事業

H 10 . 8 . 28 57,600,000 3,001,994

1.90 R 10 . 3 .20 115,800,000 5,440,665 98,846,855 16,953,145 -

. 3 . 20 上水道整備事業

H 10 . 8 .

18,527,273 1,072,727 - 2.20 R 8

25 上水道整備事業

H 10 . 3 . 25 19,600,000 1,049,511

2.20 R 9 . 9 .28 236,000,000 11,477,617 206,182,840 29,817,160 -

. 9 . 20 上水道整備事業

H 9 . 11 .

82,540,120 2,359,880 - 2.30 R 7

20 上水道整備事業

H 9 . 11 . 28 84,900,000 4,639,575

2.60 R 7 . 9 .30 26,400,000 1,483,601 25,643,703 756,297 -

. 3 . 20 上水道整備事業

H 9 . 9 .

46,000,000 0 - 2.90 R 7
建

設

改

良

費

等

の

財

源

に

充

て

る

た

め

の

企

業

債

H 9 . 3 . 26 46,000,000 2,695,774

令 和 ６ 年 度 有 田 市 上 水 道 事 業 企 業 債 明 細 書

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率 償 還 終 期 備 考



平 成 １ ７ 年 度

地方公共団体金融機構

平 成 １ ７ 年 度

地方公共団体金融機構

平 成 １ ８ 年 度

財 務 省

平 成 １ ９ 年 度

財 務 省

平 成 ２ ０ 年 度

財 務 省

平 成 ３ ０ 年 度

財 務 省

令 和 元 年 度

財 務 省

令 和 ２ 年 度

財 務 省

令 和 ３ 年 度

財 務 省

令 和 ４ 年 度

財 務 省

令 和 ４ 年 度

財 務 省

令 和 ５ 年 度

財 務 省

令 和 ６ 年 度

財 務 省

令 和 ６ 年 度

財 務 省

計 2,945,000,000 113,636,795 1,532,920,455 1,412,079,545 -

. 3 . 1 上水道整備事業0 15,000,000 - 2.10 R 37

1 上水道整備事業

R 7 . 3 . 25 15,000,000 0

2.10 R 37 . 3 .25 40,000,000 0 0 40,000,000 -

. 3 . 1 上水道整備事業

R 7 . 3 .

0 55,000,000 - 1.40 R 36

1 上水道整備事業

R 6 . 3 . 25 55,000,000 0

1.30 R 35 . 3 .27 13,000,000 0 0 13,000,000 -

. 3 . 1 上水道整備事業

R 5 . 3 .

0 42,000,000 - 1.30 R 35

1 上水道整備事業

R 5 . 3 . 27 42,000,000 0

0.70 R 34 . 3 .25 55,000,000 0 0 55,000,000 -

. 3 . 1 上水道整備事業

R 4 . 3 .

0 55,000,000 - 0.50 R 33

上水道整備事業

R 3 . 3 . 25 55,000,000 0

R 32 . 3 . 155,000,000 0 0 55,000,000 - 0.30

3 . 1 上水道整備事業

R 2 . 3 . 25

62,552,816 - 0.50 R 31 .

上水道整備事業

H 31 . 3 . 25 65,000,000 2,447,184 2,447,184

R 21 . 3 . 150,000,000 1,907,982 19,128,461 30,871,539 - 1.90H 21 . 3 . 25

21 . 3 . 1 上水道整備事業17,171,839 172,156,139 277,843,861 - 1.90 R

. 1 上水道整備事業

H 21 . 3 . 25 450,000,000

- 2.10 R 19 . 3. 26 430,200,000 17,014,286 195,725,395 234,474,605

16 . 9 . 20 上水道整備事業4,853,615 57,524,269 51,675,731 - 2.15 R

20 上水道整備事業

H 18 . 12 . 27 109,200,000

2.00 R 16 . 3 .30 30,000,000 1,345,556 16,605,363 13,394,637 -建

設

改

良

費

等

の

財

源

に

充

て

る

た

め

の

企

業

債

H 18 . 3 .

H 19 . 3



令和 7年５月 16日 

 

令和 7年度 有田市上水道事業の経営方針 

 

 有田市上水道事業の設置等に関する条例第７条第２項の規程に基づく、令和

7年度経営方針を下記のとおり報告する。 

 

記 

 

 本市の水道需要は、平成８年度をピークに少子高齢化、人口減少、節水型機器

の使用等の影響を受け、減少の傾向にあり、これに伴い、給水収益は減少傾向と

なっている。平成２９年４月の料金改正により経常収支は一応、黒字を確保して

いるが、近年の電気料金および物価の高騰により費用が増大してきているため 

予断を許さない状況である。 

本市の水道事業は、給水開始から６０年以上が経過し、水道施設の建設拡張か

ら維持管理へと転換期を迎える中、水道事業の使命である安全な水を安定して

供給するためには水道施設の改良・更新事業を適切に進めていかなければなら

ない。そのためには経営基盤の安定が必要であり、令和 3 年度から隔月検針を

導入するなど経費の削減に努めている。 

本年度においても、こうした状況を踏まえつつ、下記に予定する事業を着実に

執行することとする。 

 

１．基幹管路耐震化事業の推進 

 国からの交付金や一般会計からの出資金を活用しながら、耐用年数を過ぎた

基幹管路の更新及び耐震化を行う。河南地区の水供給を更に安定化させるため

星尾国道 42号配水管布設替工事（口径 300mm延長 430m）を施工する。 

 

２．配水管の拡張整備 

 上水を安定して供給するため、配水管の未埋設道路への埋設やループ化など、

配水機能強化として、野市道 302・306・307号線配水管布設工事ほか 1箇所に

新設管を布設する。 

 

３．管路の耐震化 

 老朽化等により更新時期を迎えている、初島排水区 2 号幹線配水管布設替工

事ほか 5箇所について耐震管等への布設替えを行う。 

 



４．浄水場施設の設備の更新 

 各浄水場の経年劣化が進んでいる 9件の設備更新工事を行う。 

 

５．市民サービスの向上 

 経営の効率性と市民サービス向上のために、業務係の大半の業務の包括業務

委託を継続し、より市民サービスの向上を目指す。 

 

 以上の５点について、令和 7 年度の経営方針として、重点的に取り組んでい

く。 

 

 


